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法人インターネットバンキング不正被害補償規程 

 

第 1条(補償対象となるサービス) 

名古屋ビジネスダイレクト(法人のお客さまが対象で個人事業主は対象外)において、盗取

された番号等(ID・パスワード)等を用いて行われた不正な振込等（以下「不正送金」という。）

については、当行はお客さまに対して当該不正送金の額およびこれらに係る振込手数料・

預金利息に相当する金額（以下「不正送金にかかる損害」という。）の補償を検討する。 

第 2条（補償要件） 

当行は、次の各号のすべてに該当する場合に限り、補償を検討する。 

（1）不正送金が発生した翌日から 30 日以内の銀行への届け出た場合 

（2）不正送金が発生した翌日から 30 日以内の警察への届け出た場合 

（3）不正送金が発生した時に、銀行の調査及び警察の捜査へ協力した場合 

第 3条（補償期間） 

補償の検討対象となる不正送金にかかる損害は、お客さまから当行へ不正送金の被害に

関する通知が行われた日の 30 日（ただし、当行に通知することが出来ないやむを得ない事

情があることをお客さまが証明した場合は、30 日にその事情が継続している期間を加えた

日数とする。）前の日以降になされたものとする。 

第 4条（補償しない場合） 

当行は、次のいずれかに該当する場合には、補償を行わない。 

（1）不正送金が第三者との共謀またはお客さまの故意または重大な過失により行われた場 

 合 

（2）会社関係者の犯行であることが判明した場合 

（3）お客さまが、被害状況についての当行または警察に対する説明において、重要な事項 

について偽りの説明を行った場合 

（4）番号(ID・パスワード)等の盗用等が、天変地異、戦争、暴動等による著しい社会秩序

の混乱に乗じまたはこれに付随して行われた場合 

(5) ワンタイムパスワード(ハードウェアトークン並びにソフトウェアトークン)をご利用

のお客さまにおいて、ワンタイムパスワード(ハードウェアトークン並びにソフトウェ

アトークン)を当行所定の方法でご利用いただいていない場合。 

(6) ワンタイムパスワード(ハードウェアトークン並びにソフトウェアトークン)を他人に

貸与または譲渡していた場合。 

(7)  ワンタイムパスワード(ハードウェアトークン並びにソフトウェアトークン)を紛失

した際、直ちに当行へのお届け出がなされなかった場合。 

第 5条（重大な過失となりうる場合） 

前条一項における重大な過失となりうる事例は、以下のとおり。 
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（1）ウイルス対策ソフト等セキュリティ対策を実施しなかった場合 

（2）正当な理由なく、他人に ID・パスワード等を回答してしまった場合 

（3）インターネットバンキングに使用するパソコンにおいて、基本ソフト(OS)やウェブブ

ラウザ等、インストールされている各種ソフトウェアを最新の状態とせず長期間放置

されていた場合 

（4）パソコンにインストールされている各種ソフトウェアで、メーカーのサポート期限が

経過した基本ソフト(OS)やウェブブラウザ等を使用していた場合 

（5）パソコンや携帯電話等が盗難に遭った場合において ID・パスワード等をパソコンや携

帯電話等に保存していた場合 

（6）銀行が注意喚起しているにも関わらず、注意喚起された方法でメール型のフィッシン

グに騙される等、不用意に ID・パスワード等を入力してしまった場合 

（7）お客さまが日本国外にお住まい、または日本国外で利用している場合 

（8）その他、上記と同程度の著しい注意義務違反が認められた場合 

第 6条（補償の減額） 

お客さまの過失として補償の減額となりうる事例は以下のとおり。 

（1）パソコンに関し、基本ソフト（OS）やウェブブラウザ等、インストールされている各 

種ソフトウェアを最新の状態に更新していなかった場合 

（2）ウイルス対策ソフトを導入しているが、最新の状態に更新したうえで稼働していない 

場合 

（3）インターネットバンキングに係るパスワードを定期的に変更していない場合 

（4）インターネットバンキングの申請者と承認者で異なるパソコンを利用していなかった 

場合 

（5）不審なログイン履歴や身に覚えがない取引履歴、取引通知メールがないかを定期的に 

確認していなかった場合 

（6）その他、上記と同程度の注意義務違反が認められた場合 

第 7条（補償の除外） 

不正送金が、お客さままたはお客さまと同視できる第三者に振込が行われている場合に

は、この振込を行った額の限度において、補償は行わないものとする。また、お客さまが、

不正送金を行った者から損害の賠償又は不当利得の返還を受けた場合も、その受けた限度

において同様とする。 

第 8条（払戻請求権の消滅） 

当行が不正送金にかかる損害の補償を行った場合には、当該補償を行った金額の限度に

おいて不正送金の支払原資となった預金にかかる払戻請求権は消滅する。 

第 9条（請求権の代位取得） 

当行が不正送金にかかる損害の補償を行ったときは、当行は当該補償を行った金額の限

度において、盗取された番号(ID・パスワード)等により不正送金をおこなった者、その他の

第三者に対して、お客さまが有する損害賠償請求権または不当利得返還請求権を取得する。 
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第 10条（補償限度額） 

お客さまが不正送金の被害に遭われた場合には、10,000 千円を上限に当該被害の補償を

検討する。 

第 11条（被害補償の変更） 

被害補償の内容を変更する場合には、原則として変更内容を名古屋ビジネスダイレクト

ログイン後画面への掲示により告知する。 

 

以上 

 

（2016 年 4 月 18 日現在） 

 


